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瀬⼾旭在宅医療連携拠点推進事業成果報告

⼀般社団法⼈ 瀬⼾旭医師会

平成27年 3⽉12⽇
愛知県在宅医療連携拠点推進事業成果報告会

お問い合わせ先
担当者 ： 吉村
Mail ： isikai@setoasahi.com
TAL          :    0561-84-1155
FAX          : 0561-84-5776
住所 ： 〒489-0929 瀬⼾市⻄⻑根町１０番地
瀬⼾旭もーやっこネットワーク：http://p-setoasahi.nu-camcr.org/cms/

平成26年1⽉ 〜 平成27年3⽉

概要（一般社団法人 瀬戸旭医師会）

医療機関数 １１７件（瀬戸市 ６４件、尾張旭市 ５３件）

会員数 ２２０名

（Ａ会員：１１７名、Ｂ会員：１０３名）

在宅診療対応可能医療機関数 ４０件

（瀬戸市：２４件、尾張旭市：１６件）

中核病院 公立陶生病院

旭労災病院

愛知医科大学病院
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地域概要（瀬戸市）
〇自治体名 瀬戸市

瀬戸旭医師会拠点事業の活動エリア(瀬戸市、尾張旭市)

〇瀬戸市（平成26年10月1日現在）の

人口 １３１，４５５人（-520人：平成25年10月1日人口 131,975人）

高齢化率 ２７．０% （＋1.28％：平成25年10月1日高齢化率 25.72%）

〇地域の特性

本市は濃尾平野の東、尾張丘陵の一角にあり、名古屋市の北東約20㎞に位置しています。昭和4年10月

1日、愛知県で５番目の市として誕生しました。やきものの原料に恵まれ、窯業が発展してきました。

しかし、団塊の世代の人々が高齢者となり４人に１人以上が高齢者という超高齢社会を迎え、平成２６年

の要介護等認定者 は５，４８８人 高齢者人口（３５，４４１人の１５．４８％となり、特に要支援１は平成２１

年に比べ２倍以上になっております。このような状況を踏まえ介護が必要になっても、可能な限りその人ら

しい生活を送ることができるよう、地域の人々の見守りや支援や医療・介護・福祉等の連携による切れ目

のない適切なサービスが提供され、家族等も必要な家族介護のための支援サービスを受けながら、安心し

て暮らせる社会の実現を目指しています。

瀬戸市の人口ピラミッド
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地域概要（尾張旭市）
〇自治体名 尾張旭市

瀬戸旭医師会拠点事業の活動エリア(瀬戸市、尾張旭市)

〇尾張旭市（平成26年12月31日現在）の

人口 82,359人（＋204人：平成25年12月末人口 82,155人）

高齢化率 23.63% （＋1.06％：平成25年12月末高齢化率 22.57%）

〇地域の特性

瀬戸市と尾張旭市の両市が瀬戸旭医師会の圏域であり、医師会が中心となって、瀬戸市・尾張旭

市が連携し事業を進めることとした。

尾張旭市は、「健康都市」を前面にまちづくりを進めており、多くの市民が健康づくりを意識し、実践

している。

本市は、昭和40年頃から宅地開発が進み、急速に人口増加した経緯があり、団塊世代及び、団塊

ジュニア世代の構成率が高い。

医療機関、介護事業所が市内に点在しており、現在のところ医療・介護が受けられないような地域

はないが、今後、要介護認定者数が急速に増加すると、医療・介護資源が不足するおそれもある。

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

0歳 2歳 4歳 6歳 8歳 10
歳

12
歳

14
歳

16
歳

18
歳

20
歳

22
歳

24
歳

26
歳

28
歳

30
歳

32
歳

34
歳

36
歳

38
歳

40
歳

42
歳

44
歳

46
歳

48
歳

50
歳

52
歳

54
歳

56
歳

58
歳

60
歳

62
歳

64
歳

66
歳

68
歳

70
歳

72
歳

74
歳

76
歳

78
歳

80
歳

82
歳

84
歳

86
歳

88
歳

90
歳

92
歳

94
歳

96
歳

98
歳

10
0歳

10
2歳

10
4歳

11
0歳

～

女

男

尾張旭市の人口ピラミッド

尾張旭市 年齢別人口
(平成26年12月31日現在)

尾張旭市は、標準的な２相
性の高齢化ピークを迎える
地域であり、２つ目の山の
方が大きい。
本当の危機は現在の40歳
前後の方が75歳を迎える時
期であるとも言える。
2025年を第１ステップとし
て、2050年に向け、更に強

固な地域包括ケアシステム
が求められる
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地域の顔の見える関係作りから開始

〇医師会長が自ら関係団体に出向き説明・協力依頼を行った（H25.9～H26.2 19回）

⇒その結果、協議会設立の際は、２３の関係団体に速やかに参加して頂くことが

できた

〇協議会設立後も関係団体に出向き、事業説明会や電子＠連絡帳説明会を

２０回開催し、７７５名に説明した

〇会議や研修会等を通じた関係構築

・医師会主導で行ったことのメリット

会議ー医師が先導し活動したことにより、関係団体の賛同・協力を得ることがで

きた

研修会ー医師の連携を使い、声掛けにより医師の参加者を増やすことができた

事業説明会の開催
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瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会の設置

〇瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会 ー 医療・介護・地域・行政の全体組織

実行委員会 ー 在宅医療を具体化するための実行組織

部会 ー 実行委員会を連携推進部会・ネットワーク部会・広報部会・研修部会に

分け、検討する組織

〇各部会は、それぞれ月１回程度会議を開催し、事業等を具体的に検討

各部会で検討した事業案などを２か月に１回開催する実行委員会で報告

重要案件は、半年に１回開催する協議会で説明し承認を得る

瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会 委員構成 平成２７年 ３月１日現在

№ 所 属 氏 名 役 職 № 所 属 氏 名 役 職

1 瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会 野田 正治 会長
23

尾張旭市介護サービス事業者連絡会
介護支援専門部会

西川 緑 部会長
2 瀬戸旭医師会 黒江 幸四郎 会長

3 瀬戸旭医師会 加藤 正仁 副会長 24 訪問看護部会 小幡 匡史 部会長

4 瀬戸旭医師会 金森 俊輔 副会長 25 訪問介護部会 山下 道晴 部会長

5 瀬戸旭医師会 鳥井 彰人 副会長 26 通所介護部会 伏木 信一 部会長

6 瀬戸歯科医師会 山中 武男 会長 27 施設介護部会 永井 和歌子 部会長

7 尾張旭市歯科医師会 山田 響介 会長 28 福祉用具部会 望月 雄太 部会長

8 瀬戸旭長久手薬剤師会 古川 信良 会長 29 瀬戸市基幹型地域包括支援センター 伊藤 竜次

9 瀬戸旭病院会 河邉 達夫 会長 30 尾張旭市地域包括支援センター 江尻 毅 所長

10 瀬戸旭病院会 浅井 健次 31 公立陶生病院 浅野 博 循環器内科部長

11 愛知県瀬戸保健所 大野 香代子 所長 32 公立陶生病院 大野 稔人 血液内科部長

12 瀬戸市 健康福祉部 吉田 光男 部長 33 旭労災病院 阿部 彰彦 事務局長

13 尾張旭市 健康福祉部 若杉 浩二 部長 34 愛知医科大学病院 継続看護相談室 石塚 美津子 看護師長

14 瀬戸市社会福祉協議会 三宅 保正 事務局長 35 愛知医科大学病院 医療福祉相談室 村居 巌 課長

15 尾張旭市社会福祉協議会 森 修 事務局長 36 愛知県がんセンター中央病院 下山 理史 緩和ケア科医長

16 瀬戸介護事業連絡協議会 伊藤 智行 会長 37 愛知県心身障害者コロニー中央病院 伊藤 一美 外来看護師長

17 居宅介護支援部会 田嶋 五月 部会長 38 瀬戸市自治連合会 青山 光正 副会長

18 訪問看護部会 小泉 洋子 部会長 39 尾張旭市自治連合協議会 塚本 博之 会長

19 訪問介護部会 青山 ゆみ子 部会長
※

国立長寿医療研究センター
在宅連携医療部

三浦 久幸 部長
20 通所介護部会 鈴木 拓馬 部会長

21 施設事業所部会 竹内 信二 部会長
※

名古屋大学医学部附属病院
先端医療・臨床研究支援センター

水野 正明 教授
22 福祉用具部会 加藤 綾子 部会長

※ オブザーバー
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瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会

瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会実行委員会

連携推進部会 ネットワーク部会 研修部会 広報部会

当地域の在宅医療介護の関係団体で構築し、進歩管理、調整、指示を行う

当地域の在宅医療介護の関係団体で構築し、協議会で決定した事項を実行する

地域の医療介護連携に係る
内容を検討する

地域問題の検討する
ＩＣＴの活用に係る内容を検討する

研修会を企画・開催する 市民への普及啓発活
動を検討する

瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会組織図

医療 １３人
行政 ５人
介護 ３人

医療 ４人
行政 １人
介護 ４人
名古屋大学病院 １人

医療 ３人
行政 ６人
介護 １人

医療 ２人
行政 １人
介護 ２人

瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会（１階ホール） 瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会実行委員会（３階会議室）

連携推進部会（理事会室） 広報部会（会長室）

瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会等の開催
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多職種連携の課題抽出と解決策の検討

○多職種連携の課題抽出と解決策の検討のため、各種会議を開催した

瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会（全体会議）３回

・実行委員会 ７回

・連携推進部会 ９回

・ネットワーク部会 １０回

・広報部会 ９回

・研修部会 １１回

在宅医療・介護連携推進会議（尾張旭地区） ５回
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連携推進部会

① 主治医・副主治医制の導入の検討

《主治医・副主治医制の意義》

主治医が自分の専門外の疾患に対応するために専門医を副主治医として置いたり、

主治医不在時に患者が急変した時など主治医に代わって往診できるような副主治医を置く

《主治医・副主治医制のメリット》

・主治医が専門外の場合に専門医の診察を受けたり、意見を聞いたりしやすい

・在宅主治医の不在時に患者の急変や看取りが必要な場合、副主治医に往診を依頼

することができるため、患者も安心できまた主治医の負担も軽減される

《主治医・副主治医制の検討結果》

医師会内でも賛否両論の意見があり、半数の医師会員は副主治医不要と考えている

このため、現在、副主治医を置くかどうかは各主治医の判断に任せるものとする

・医師同士の関係性、上下関係等が問題（頼みにくい）になり、制度化することが難しい

・親しい医師間で主治医・副主治医制を行っている例がある（頼みやすい・お互い様）

〇もーやっこネットワークを介して、在宅主治医と病院の元主治医を副主治医とする連携ができている
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① 主治医・副主治医制の導入の検討

《主治医・副主治医制の見えてきた課題》

・２０２５年問題と在宅医療の必要性の理解を高める

・在宅医療への理解を高める

・在宅医療の報酬の問題

・医師間の共通認識を高める

※医師間は、診療科目、歯科等に関係なくチーム医療が構築できること

② 退院時共同カンファレンス実施方法の検討

《退院時共同カンファレンスの現状》

・公立陶生病院では既に在宅主治医も参加しての退院時共同カンファレンス

が積極的に行なわれている

実績：H２５年４月～１２月 ３１件、 H２６年４月～１２月 ５１件

・愛知医科大学病院・旭労災病院・愛知県がんセンターでは在宅主治医が参加

しての退院時共同カンファレンス実施は、まだ少数であるが徐々に増えつつある

《今後の退院時共同カンファレンス（課題）》

・愛知医科大学病院・旭労災病院は今後在宅主治医が参加しての退院時共

同カンファレンスを積極的に行っていく

・愛知県がんセンターに関しては瀬戸市・尾張旭市から距離的に遠いため在

宅主治医が参加することは難しいものの、可能な場合は在宅主治医も参加

して行う
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③ ２４時間対応の在宅医療提供体制の検討

検討結果

・医師会、薬剤師会、訪問看護ステーションの全会員に対してアンケート

（実施意向調査）を実施

・患者宅への訪問や24時間対応が可能な医療機関・薬局等の資源リス

トを作成 ⇒在宅医療参加者の半数近くが２４時間対応可能

課題

・市民に２４時間対応体制の活用方法等の周知を図る

・医療関係者、介護関係者に一層の周知を図る

・資源リストの活用の普及を図る

④ 在宅患者の症状急変時における入院病床確保のための
後方支援病院の確保の検討

検討結果

・愛知医科大学病院・公立陶生病院・旭労災病院・愛知県がんセンター

においては症状急変時には速やかに入院可能な体制を確保した

また、公立陶生病院は後方支援ベッドとして５床確保できた

・瀬戸旭病院会においては、病院５件が緊急時入院受け入れ可能、老

人保健施設２件が緊急時入所受け入れ可能

・小児においては病院１件が緊急時入院受け入れ可能

課題

・速やかな利用ができるルール作りが必要

・市民および関係者への周知を図る
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⑤ 在宅患者のレスパイトサービスの実施の検討

検討結果

・介護施設における「ショートステイ」は、事前登録等が必要となり、緊

急時または医療が関わるケースは病院等のレスパイトサービスが

求められる

・愛知医科大学病院、公立陶生病院、旭労災病院、愛知県がんセン

ター中央病院においてはレスパイト入院は基本的に困難

・瀬戸旭病院会は前向きに検討中

課題

・病院及び施設の機能役割分担を考慮しつつ検討していく

ネットワーク部会
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瀬戸旭もーやっこネットワーク（ICT）の活用

１．多職種チームケアの推進

電子＠連絡帳を活用し、多職種連携によるチームカンファレンス（的）

により、質が高く効率的なチームケアが確立できた

・医療、介護の多職種が、情報共有ツールとしてセキュリティを備えた

電子＠連絡帳による「もーやっこネットワーク」を活用した

・顔の見える関係の連携を基本とし、さらにICTを活用することで、常

時、情報共有ができるなど、質の高いネットワークを構築した

・チームケアの重要性を鑑み、医師のみでなく、ケアマネ、訪問看護

師によるチーム編成も可能とした

瀬戸旭もーやっこネットワーク（ICT）の活用

２．地域のネットワーク作り

電子＠連絡帳を活用し、多職種の連携を充実した

〇電子掲示板の運用

瀬戸旭もーやっこネットワーク（電子＠連絡帳）を運用し、患者情報、

在宅医療介護に係る講演会、研修会等の情報共有をしている

〇電子会議の運用

瀬戸旭もーやっこネットワークにて、委員会、職種ごとにプロジェクト

のページを作成し、ネットワークを使って情報共有や議論等の電子

会議を行っている



13

瀬戸旭もーやっこネットワーク（電子＠連絡帳）実績

○登録施設数 ２０３件

○登録利用者数 ３３７名

○登録患者数 ２７９名（チーム）

瀬戸旭もーやっこネットワーク ＰＲ用チラシ
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瀬戸旭もーやっこネットワーク ＰＲ用ステッカー、卓上スタンド（瀬戸市）

ステッカー 卓上スタンド

瀬戸旭もーやっこネットワーク ＰＲ用ステッカー、卓上スタンド（尾張旭市）

ステッカー 卓上スタンド
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広報部会

在宅医療に関する地域住民への普及啓発活動

(1) 地域での在宅医療を浸透させるためのフォーラムや講演会等の開催

・ 在宅医療の市民フォーラム・講演会の実施内容を検討し、３回開催（５２６名）

また、地域自治組織の協力を得ながら、回覧板等を活用し周知した

市民フォーラム 平成２６年 ３月 ８日（参加者：２１６名） 回覧板周知

９月２７日（参加者：１８１名） 回覧板周知

平成２７年 １月１０日（参加者：１２９名）

(2) 住民向けの地域の医療・福祉資源マップやパンフレット等の発行

・ 在宅医療資源リストを基に住民向けの地域の医療・福祉資源マップを作成し、

ホームページに掲載した

・ 在宅医療に関するパンフレット、ポスターを作成した



16

市民フォーラムチラシ

第１回 第２回 第３回

５００枚在宅医療ＰＲ用ポスター（Ａ２）
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１，０００部在宅医療ＰＲ用パンフレット

在宅医療資源マップ

⇒

※市民公開用およびネットワーク参加者用の２種類あり
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研修部会

効率的で質の高い医療提供のための多職種連携

◎在宅医療に従事する人材育成

○在宅医療に従事する人材育成として、講演会・研修会を１２回開催（８１２名出席）

・ 瀬戸旭在宅医療介護連携推進協議会研修会 （３回開催）

①平成２６年１１月２９日 ８５名出席

（医師 １０名、歯科医師 ４名、薬剤師 ４名、看護師 １２名、行政 ６名、介護 ４２名、理学療法士 ５名、その他 ２名）

②平成２７年 ２月 ７日 ７９名出席

（医師 １０名、歯科医師 ５名、薬剤師 ６名、看護師 ５名、行政 ４名、介護 ４５名、理学療法士 ２名、その他 ２名）

③平成２７年 ３月 ７日（小児） ６０名出席

（医師 １１名、歯科医師 ３名、薬剤師 ２名、看護師 １０名、行政 ６名、介護 １９名、理学療法士 ４名、その他 ５名）

・ 在宅緩和ケアを考える会 （５回 ２１７名出席）

・ 緩和ケア学術講演会 （１回 ２００名出席）

・ 在宅医療を考える会（小児） （１回 ９７名出席）

・ 瀬戸旭在宅医療を考える会 （１回 ５０名出席予定）

・ 瀬戸介護事業連絡協議会（居宅部会）研修会 （１回 ３４名出席）



19

効率的で質の高い医療提供のための多職種連携

○顔の見える関係作りの為、懇親会を３回開催（１９８名出席）

①平成２７年２月 ７日（医療とケアマネ） ７１名出席

②平成２７年２月２１日（医療と介護） ７７名出席

③平成２７年３月１４日（医療と看護師） ５０名出席予定

○他地区開催の講演会をWEB講演会にて参加できる形での開催に向け、

愛知県医師会とテスト運用を２回実施

○瀬戸旭医師会館のホールを希望する団体へ１回貸出

行政から 行政の役割 （地域包括ケアシステムの構築）

瀬戸旭在宅医療連携拠点推進事業から見えてきた行政の役割
①在宅医療及び介護の連携によるケア体制の確立は、市民の生命と生活の『安心』の核となる。

◎特に在宅医療の推進は重要！

②生活の質の維持向上や人の尊厳を支える『暮らし』は、地域の生活土台となる。

⇒『地域住民の暮らし』を支えるのは、民生委員、自治会、ボランティア、近隣住民、友人など

それら在宅医療介護による『安心』と地域住民、組織などによる『暮らし』の

双方を構築し、継続・拡大・発展させるには、

行政がまちづくりの一環として、その方向性を示し、行政が主体的かつ関係者と行政の連携、

協働によりつくりあげる必要（使命、責任）があることが明確となりました。

すなわち、

『地域包括ケアシステム』の構築は、まちづくりを担う行政の使命であり、

役割であり、さらに地域の医療、介護、福祉、住民などの役割の連携により

実現できることを実感し、再認識しました。

顔の
見える連携

住み慣れた地域
自分らしい
暮らし、人生
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瀬戸旭医師会主導の連携拠点推進事業より

＜特徴＞
瀬戸旭医師会は、在宅医療連携拠点推進事業を開始するにあたり、当初より地域性や将来課題、

将来展望を念頭におき、「在宅医療及び介護の連携」を主体として事業を展開した

＜医師会主導の効果＞

・ 医師、歯科医師、薬剤師、病院、訪問看護師など医療関係者の賛同を得られやすい。

・ 介護関係者も医療機関との連携を望んでおり、医師会からの呼びかけに大半の賛同を得た。

・ 医師、病院、介護関係者が一体となって在宅医療の必要性や有効性などを検討することができた。

・ これまでの医師会の地域貢献により地域住民の信頼を得ていることから地域住民に受け入れやすい。

・ ICTの導入に関しても、医師会がネットワークを構築したことから高い普及率を得た。

・ 行政に積極的な参加を求めたことから、医療・介護・行政の連携が構築できた。

・ 在宅医療介護のチームによるケア（多職種によるチームケア）が確立できた。

・ 在宅医療に賛同し、実施する医師が得られた。（今後、さらに賛同する医師を増やす課題あり）

・ 今後の課題（主治医・副主治医制や２４時間対応、チーム医療の必要性など）を情報共有、検討が

図られた。

・ 在宅医療介護の将来課題の検討などを行う組織（組織化）が構築できた。

『地域包括ケアシステム』の核をつくることができた

参 考

同様の展開を行政主導で実施する場合、
３～５年が必要と

想定される

在宅医療（介護）連携推進に必要なもの

・理解（将来を見据えての必要性等を理解する）

・組織（連携業務を運営し発展させるための組織）

・情報（収集、提供、共有）

・ネットワーク（顔の見えるネットワーク：信頼関係）

＋ 『熱い思い』


